
下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



　（総則）

　（業務の予定量）

（１） 人

（２）  

（３）  

（４）

千円

千円

千円

千円

千円

　（収益的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（資本的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

出 資 金 147,161

企 業 債 341,400

下水道事業資本的収入 647,241

負 担 金 22,680

補 助 金 及 び 補 償 金 136,000

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出

　額に対し不足する額188,317千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　32,008千円、過年度分損益勘定留保資金156,309千円で補てんするものとする。）。

　　　　　収　　　　　　　　　　入

営 業 外 費 用 101,450

特 別 損 失 1

特 別 利 益 1

　　　　　支　　　　　　　　　　出

下 水 道 事 業 費 用 955,719

営 業 費 用 854,268

　　　　　収　　　　　　　　　　入

下 水 道 事 業 収 益 992,943

営 業 収 益 429,981

営 業 外 収 益 562,961

処 理 場 整 備 費 33,168

地 域 下 水 道 事 業

処 理 場 整 備 費 2,062

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

流域下水道建設負担金 18,103

農 業 集 落 排 水 事 業

管 渠 整 備 費 8,487

一 日 平 均 排 水 量 6,486

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 事 業

管 渠 整 備 費 349,447

令 和 ２ 年 度 新 城 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

第１条　令和２年度新城市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

水 洗 化 人 口 19,227

年 間 総 排 水 量 2,367,353
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第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）予定支出の各項に不足が生じた場合における各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

　 （１） 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業助成等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　9,312千円である。

新城市長　穂　積　亮　次

令和２年２月２５日　提出

資本費平準化債 108,600

計 341,400

職員給与費 65,218

下水道整備事業

千円

普通貸借 4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
利率見直し後
の利率）

　政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定するも
のによる。
　ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し又は繰上償還若しくは低利に
借換えすることができる。

232,800 又は

証券発行

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

建 設 改 良 費 411,267

償 還 金 424,291

　　　　　支　　　　　　　　　　出

下水道事業資本的支出 835,558
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下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

 



予　定　額 備考

1 千円

992,943

1 営 業 収 益 429,981

1 下 水 道 収 益 422,899

2 他 会 計 負 担 金 7,033

3 その他 営業 収益 49

2 営 業 外 収 益 562,961

1 他 会 計 負 担 金 157,578

2 他 会 計 補 助 金 9,312

3 国 庫 補 助 金 2,000

4 県 補 助 金 2,200

5 長期前 受金 戻入 374,158

6 雑 収 益 17,713

3 特 別 利 益 1

1 固定資 産売 却益 1

予　定　額 備考

1 千円

955,719

1 営 業 費 用 854,268

1 汚 水 管 渠 費 37,696

2 汚 水 処 理 場 費 66,837

3 流 域 下 水 道 102,198

維持管 理負担金

4 業 務 費 27,067

5 総 係 費 29,440

6 減 価 償 却 費 589,166

7 資 産 減 耗 費 1,864

2 営 業 外 費 用 101,450

1 支 払 利 息 91,839

2 消 費 税 9,611

3 特 別 損 失 1

1 固定資 産売 却損 1

下水道事業費用

下水道事業収益

支　　　出

款 項 目

令和２年度新城市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
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予　定　額 備考

1 千円

647,241

1 負 担 金 22,680

1 受益者 負担金等 16,140

2 他 会 計 負 担 金 6,540

2 補 助 金 及 び 136,000

補 償 金 1 国 庫 補 助 金 120,000

2 県 補 助 金 16,000

3 出 資 金 147,161

1 出 資 金 147,161

4 企 業 債 341,400

1 建設改良費等の財源に 232,800

充てるための企業債

2 資本費 平準 化債 108,600

予　定　額 備考

1 千円

835,558

1 建 設 改 良 費 411,267

1 管 渠 整 備 費 357,934

2 処 理 場 整 備 費 35,230

3 流域下水道建設負担金 18,103

2 償 還 金 424,291

1 償 還 金 424,291

下 水 道 事 業

資 本 的 支 出

下 水 道 事 業

資 本 的 収 入

支　　　出

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 14,828

　　　減価償却費 589,166

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 331

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 423

　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 186

　　　長期前受金戻入額 △ 374,158

　　　支払利息 91,839

　　　固定資産除却費 1,864

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 4,473

　　　破産更生債権等の増減額（△は増加） 332

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 10

　　　　　小計 318,448

　　　利息の支払額 △ 91,839

　　  業務活動によるキャッシュ・フロー 226,609

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 378,805

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 16,458

　　　国庫補助金等による収入 132,800

　　　一般会計からの繰入金による収入 6,540

　　　工事負担金による収入 16,140

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 239,783

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 341,400

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 424,291

　　　他会計からの出資による収入 147,161

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 64,270

　　資金増加額 51,096

　　資金期首残高 358,046

　　資金期末残高 409,142

令和２年度新城市下水道事業

予定キャッシュ・フロー計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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１  総　　括

(人) (人) (千円) (千円) (千円)

(  )

5 20,501 11,833

(  )

4 13,876 7,964

(  )

9 34,377 19,797

(  )

5 23,302 15,155

(  )

5 13,773 7,403

(  )

10 37,075 22,558

(  )

0 △ 2,801 △ 3,322

(  )

△ 1 103 561

(  )

△ 1 △ 2,698 △ 2,761

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

本

年

度

前

年

度

比

較

手

当

の

内

訳

区 分 特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 法 定 福 利 費

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

区 分

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

比 較 △ 37 △ 2,761
（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額2,935千円が含まれる。また、法定福利費には、翌
年度6月法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費繰入額555千円が含まれる。

本 年 度 144 19,797

前 年 度 181 22,558

比 較 △ 1,057 △ 434

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分

退 職
手 当

管 理 職 員
特別勤務手当

単 身 赴 任
手 当

児 童
手 当

計

本 年 度 8,028 5,999

前 年 度 9,085 6,433

比 較 △ 648 0 △ 215 △ 371 1

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分

期 末
手 当

勤 勉
手 当

地 域
手 当

宿 日 直
手 当

夜 間 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

本 年 度 2,006 1,333 5 712 1,570

前 年 度 2,654 1,333 220 1,083 1,569

664 268 932

△ 5,459 △ 1,396 △ 6,855

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

時 間 外 勤 務
手 当

21,176 4,251 25,427

59,633 12,440 72,073

△ 6,123 △ 1,664 △ 7,787

21,840 4,519 26,359

54,174 11,044 65,218

38,457 8,189 46,646

給　与　費　明　細　書

職 員 数 給 与 費

(千円) (千円) (千円)

32,334 6,525 38,859

合 計
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２　給料及び手当の増減額の明細

給料

・給料の改定率　0.16%

・給料改定実施時期　平成31年4月

勤勉手当　6月期 12月期

改定前 　0.925月 0.925月

改定後 　0.950月 0.950月

３　給料及び手当の状況

(１)  職員１人当たり給与

＊短時間勤務職員を除く。

(２)　初任給

△ 2,761 給与改定に
伴う増減分

137

平成 31 年 1月 1日 現在

区 分 事 務 ・ 技 術 職 ( 円 )

区 分 説 明 備 考

昇給に伴う
増加分

390 平均昇給率 1.15%

給与改定に
伴う増減分

54

その他の増
減分

△ 3,142 職員の異動等に伴う
増減分

異動･その他

手当 勤勉手当支給率改定
に伴う増減分

大 学 卒 182,200 182,200

一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 ( 円 )

高 校 卒 150,600 150,600

短 大 卒 163,100 163,100

平均給与月額(円) 350,588

平 均 年 齢 (歳) 41.44

平均給与月額(円) 359,909

平 均 年 齢 (歳) 41.70

平均給料月額(円) 305,510

137千円

△ 2,898千円

区 分 事 務 ･ 技 術 職

平均給料月額(円) 314,667

その他の増
減分

△ 2,898 職員の異動等に伴う
増減分

異動・その他

令 和 2 年 1 月 1 日 現 在

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

△ 2,698
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(３)　級別職員数

※（　）は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入してあるので、その合計が100%にならない場合がある。

　(級別の基準となる職務)

3 級

2 級

1 級

計

区 分

令 和 2 年 1 月 1 日 現 在

平 成 31 年 1 月 1 日 現 在

4 級

3 級

2 級

1 級

計

7 級

6 級

5 級

4 級

区          分 級

7 級

6 級

5 級

2 級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

1 級 定型的な業務を行う職務

7 級 部長、理事の職務

6           級 副部長、課長、参事の職務

5           級 副課長、副参事の職務

4 級 係長、主査の職務

3 級 主任の職務

4 40.0 

(      ) (      )

10 100.0 

行 政 職 給 料 表 （ 一 ）

事 務 ･ 技 術 職

(      ) (      )

1 10.0 

(      ) (      )

(      ) (      )

2 20.0 

(      ) (      )

1 10.0 

(      ) (      )

1 10.0 

9 100.0 

(      ) (      )

1 10.0 

(      ) (      )

(      ) (      )

(      ) (      )

3 33.3 

(      ) (      )

1 11.1 

(      ) (      )

2 22.2 

(      ) (      )

1 11.1 

(      ) (      )

1 11.1 

(      ) (      )

1 11.1 

(      ) (      )

行 政 職 給 料 表 （ 一 ）

事 務 ･ 技 術 職

職 員 数 構 成 比

(人) (％)
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(４)　昇給

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人)

6号給(人)

8号給(人)

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人)

6号給(人)

8号給(人)

※（　）は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入してあるので、その合計が100%にならない場合がある。

(５)　期末手当・勤勉手当

6 月 12 月 支 給 率 計

(月分) (月分) (月分)

( 1.175) ( 1.175) ( 2.350)

2.250 2.250 4.500

( 1.175) ( 1.175) ( 2.350)

2.225 2.225 4.450

( 1.175) ( 1.175) ( 2.350)

2.250 2.250 4.500

＊(　　　)は、短時間勤務職員の支給率。

一 般 会 計
の 制 度

有

本

年

度

前

年

度

備　考

本 年 度 有

前 年 度 有

号給数別内訳

号給数別内訳

区 分
職制上の段階､
職 務 の 級 等
による加算措置

支 給 期 別 支 給 率

比　率　(B)/(A)(%) 80.00 80.00

8 8

職　員　数　(A) (人) 10 10

昇給に係る職員数(B)(人) 8 8

比　率　(B)/(A)(%) 88.89 88.89

8 8

昇給に係る職員数(B)(人) 8 8

区 分 合 計 事務･技術職

職　員　数　(A) (人) 9 9
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(６)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

(７)　その他の手当

区 分
一 般 会 計 の 制 度

と の 異 同
差 異 の 内 容

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
・定年前早期退
　職特例措置
・調整額

一 般 会 計
の 制 度

( 支 給 率 等 )
24.586875 33.27075 47.709 47.709

・定年前早期退
　職特例措置
・調整額

区 分

20 年 勤 続
の 者

25 年 勤 続
の 者

35 年 勤 続
の 者

高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

扶 養 手 当 同 じ

- 10 -



1

(1)

イ 土 地 107,162

ロ 建 物 777,550

減価償却累計額 △ 102,995 674,555

ハ 構 築 物 17,066,926

減価償却累計額 △ 2,215,282 14,851,644

ニ 機械及び装置 1,063,211

減価償却累計額 △ 449,920 613,291

ホ 車 両 運 搬 具 1,327

減価償却累計額 △ 543 784

ヘ 工具器具及び備品 520

減価償却累計額 △ 474 46

ト 建 設 仮 勘 定 103,535

16,351,017

（2）

イ 施 設 利 用 権 711,075

711,075

（3）

イ 出 資 金 1,046

ロ 破産更生債権等 1,692

貸 倒 引 当 金 △ 1,692

1,046

17,063,138

2

(1) 409,142

(2) 85,720

　 △ 419 85,301

　 494,443

　 17,557,581

　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

令和２年度新城市下水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部

　固　定　資　産

有形固定資産
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3

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 5,391,507

5,391,507

5,391,507

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 426,162

426,162

(2) 208,532

(3)

イ 賞 与 引 当 金 4,837

ロ 法定福利費引当金 912

5,749

640,443

5

（1） 12,560,427

（2） △ 1,876,912

10,683,515

16,715,465

6 995,659

7

(1)

イ 受贈財産評価額 4

ロ 県 補 助 金 36,631

ハ 他会計補助金 57,736

94,371

(2) 　

イ 当年度未処理欠損金 247,914

247,914

△ 153,543

842,116

17,557,581

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　本　の　部

　資　本　金

　剰　余　金

資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

負　債　の　部

　固　定　負　債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

　流　動　負　債
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 20年～50年

構築物 12年～50年

機械及び装置 2年～20年

車両及び運搬具 1～5年

工具器具及び備品 4年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 11年～50年

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

 企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

　職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会
計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基
づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ
る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上
している。

 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定
のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は139,049千円である。

 新城市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、地域下水道事業を運営してお
り、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業、地
域下水道事業の３つを報告セグメントとしている。
 なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。
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事 業 区 分

農業集落排水事業

２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（令和2年4月1日～令和3年3月31日） （単位：千円）

農業集落排水事業 地域下水道事業 合 計

営業収益 76,949 5,939 391,538

営業費用 353,014 12,014 833,928

営業損益 △ 276,065 △ 6,075 △ 442,390

経常損益 △ 33,630 1,677 14,827

セグメント資産 7,712,187 93,604 17,557,581

セグメント負債 7,653,337 65,406 16,715,465

その他の項目

  他会計繰入金 44,911 4,000 173,923

　減価償却費 264,667 4,577 589,166

　特別利益 － － －

　特別損失 － － －

   有 形 固 定 資 産 及 び 38,241 1,875 379,259
   無形固定資産の増加額

Ⅳ リース契約により使用する固定資産

 リース会計に係る特例措置

Ⅴ その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し

339,143

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
 会計処理によっている。

　　令和２年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金5,260千円を
　取り崩す。

　　令和２年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定
　福利費引当金1,098千円を取り崩す。

8,996,722

125,012

319,922

－

－

公共下水道事業

308,650

468,900

△ 160,250

46,780

9,751,790

事 業 の 内 容

公共下水道事業
市街地及びその周辺地区から排出される汚水を排除する業務

市街地の一部地区から排出される雨水を排除する業務

農村地区から排出される汚水を処理する業務

地域下水道事業
緑が丘地区から排出される汚水を処理する業務

緑が丘地区から排出される雨水を排除する業務
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1

(1) 365,733

(2) 7,033

(3) 65 372,831

2

(1) 22,307

(2) 52,297

(3) 83,266

(4) 28,262

(5) 32,430

(6) 582,711

(7) 1,655 802,928

430,097

3

(1) 166,046

(2) 10,834

(3) 1,800

(4) 371,997

(5) 4,549 555,226

4

(1) 97,070

(2) 7,438 104,508 450,718

20,621

20,621

283,363

262,742

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚 水 管 渠 費

汚 水 処 理 場 費

流域下水道維持管理負担金

業 務 費

令和元年度新城市下水道事業予定損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

下 水 道 収 益

他 会 計 負 担 金
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1

(1)

イ 土 地 107,162

ロ 建 物 777,550

減価償却累計額 △ 82,395 695,155

ハ 構 築 物 16,751,875

減価償却累計額 △ 1,766,234 14,985,641

ニ 機械及び装置 1,033,046

減価償却累計額 △ 366,562 666,484

ホ 車 両 運 搬 具 1,327

減価償却累計額 △ 448 879

ヘ 工具器具及び備品 520

減価償却累計額 △ 399 121

ト 建 設 仮 勘 定 85,555

16,540,997

（2）

イ 施 設 利 用 権 730,607

730,607

（3）

イ 出 資 金 1,046

ロ 破産更生債権等 2,024

貸 倒 引 当 金 △ 2,024

1,046

17,272,650

2

(1) 358,046

(2) 78,047

　 △ 418 77,629

　 435,675

　 17,708,325

　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

令和元年度新城市下水道事業予定貸借対照表

（令和２年３月３１日）

（単位：千円）

資　産　の　部

　固　定　資　産

有形固定資産
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3

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 5,476,270

5,476,270

5,476,270

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 424,290

424,290

(2) 222,287

(3)

イ 賞 与 引 当 金 5,260

ロ 法定福利費引当金 1,098

6,358

652,935

5

（1） 12,402,840

（2） △ 1,503,847

10,898,993

17,028,198

6 848,498

7

(1)

イ 受贈財産評価額 4

ロ 県 補 助 金 36,631

ハ 他会計補助金 57,736

94,371

(2) 　

イ 当年度未処理欠損金 262,742

262,742

△ 168,371

680,127

17,708,325

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　本　の　部

　資　本　金

　剰　余　金

資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

負　債　の　部

　固　定　負　債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

　流　動　負　債
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 20年～50年

構築物 12年～50年

機械及び装置 2年～20年

車両及び運搬具 1～5年

工具器具及び備品 4年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 11年～50年

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

 企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

　職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計
がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ
き、当年度の負担に属する額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における
支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上し
ている。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定
 のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は138,463千円である。

　新城市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、地域下水道事業を運営してお
り、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業、地域
下水道事業の３つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。
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事 業 区 分

農業集落排水事業

２ 報告セグメントごとの営業収益等

令和元年度（平成31年4月1日～令和2年3月31日） （単位：千円）

農業集落排水事業 地域下水道事業 合 計

営業収益 77,244 5,446 372,831

営業費用 344,054 9,652 802,928

営業損益 △ 266,810 △ 4,206 △ 430,097

経常損益 △ 17,323 △ 1,050 20,621

セグメント資産 7,928,733 93,760 17,708,325

セグメント負債 7,887,154 69,301 17,028,198

その他の項目

  他会計繰入金 50,985 0 183,913

　減価償却費 263,821 3,893 582,711

　特別利益 － － －

　特別損失 － － －

   有 形 固 定 資 産 及 び 30,366 6,890 337,272
   無形固定資産の増加額

Ⅳ リース契約により使用する固定資産

 リース会計に係る特例措置

Ⅴ その他の注記

１ 引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し

300,016

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
 会計処理によっている。

　　令和元年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金5,070千円を
　取り崩す。

　　令和元年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定
　福利費引当金949千円を取り崩す。

9,071,743

132,928

314,997

－

－

公共下水道事業

290,141

449,222

△ 159,081

38,994

9,685,832

事 業 の 内 容

公共下水道事業
市街地及びその周辺地区から排出される汚水を排除する業務

市街地の一部地区から排出される雨水を排除する業務

農村地区から排出される汚水を処理する業務

地域下水道事業
緑が丘地区から排出される汚水を処理する業務

緑が丘地区から排出される雨水を排除する業務
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（１　款）　下水道事業収益
　１　項　　営業収益

　２　項　　営業外収益

　３　項　　特別利益

（１　款）　下水道事業費用

2 66,835 ２ 汚水処理場費 66,837 59,209 7,628

33,496 
千円

１ 汚水管渠費 37,696 26,049 11,647 4,200 
千円 千円 千円 千円 千円 千円

特 定 財 源
一般財源国 ・ 県

支 出 金
地 方債 そ の他

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

収 益 的 収 入 合 計 992,943 970,539 22,404

収益的支出

　１　項　　営業費用

1 固 定 資 産 売 却 益 1 1 0
計 1 1 0

計 562,961 556,991 5,970

5 長 期 前 受 金 戻 入 374,158 373,253 905

6 雑 収 益 17,713 5,058 12,655

3 国 庫 補 助 金 2,000 0 2,000
4 県 補 助 金 2,200 1,800 400

1 他 会 計 負 担 金 157,578 166,046 △ 8,468
2 他 会 計 補 助 金 9,312 10,834 △ 1,522

計 429,981 413,547 16,434

2 他 会 計 負 担 金 7,033 7,033 0
3 そ の 他 営 業 収 益 49 116 △ 67

1 下 水 道 収 益 422,899 406,398 16,501
千円 千円 千円

令和２年度新城市下水道事業会計予算事項別明細書

収益的収入

目 本 年 度 前 年 度 比 較
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1 下 水 道 使 用 料 422,899 　公共下水道 331,724千円
　農業集落排水 84,643千円
　地域下水道 6,532千円

1 一般会計負担金 7,033 　雨水処理に要する経費
1 その他営業収益 49 　排水設備指定工事店指定手数料等

1 一般会計負担金 157,578 　分流式下水道等に要する経費等
1 一般会計補助金 9,312
1 国 庫 補 助 金 2,000 　社会資本整備総合交付金
1 県 補 助 金 2,200 　単独土地改良事業補助金
1 国 庫 補 助 金 92,736
2 県 補 助 金 188,905
3 他 会 計 補 助 金 63,368
4 受贈財産評価額 1,229
5 受益者負担金等 27,920
1 そ の 他 雑 収 益 17,713 　豊川流域下水道返還金等

1 固定資産売却益 1

1 燃 料 費 214 　公用車用燃料、発電機用燃料

2 通 信 運 搬 費 816 　マンホールポンプ場通信費

3 委 託 料 15,317 　マンホールポンプ場維持管理業務委託料等

4 修 繕 費 9,179 　施設修繕費、車両用修繕費

5 動 力 費 12,047 　電気料金

6 材 料 費 59 　原材料費、常温合剤

7 負 担 金 62 　通報装置電波利用料

8 公 課 費 2 　無線届再免許申請費

1 燃 料 費 10 　発電機用燃料

2 光 熱 水 費 270 　水道料金

3 通 信 運 搬 費 454 　電話料金

4 委 託 料 41,606 　処理施設維持管理業務委託料等

5 修 繕 費 3,775 　施設用修繕

6 動 力 費 20,722 　電気料金

千円

説　　　　　　　　　　明
区　　　　分 金　　　　額

節

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　　　額
千円

- 21 -



0 1 

収益的支出合計 955,719 940,888 14,831 4,200 0 66,858 884,661 
計 1 1 0 0 0 

49,145 52,305 

　３　項　　特別損失
1 固定資産売却損 1 1 0 1 

計 101,450 108,252 △ 6,802 0 0 

２ 消 費 税 9,611 9,187 424 9,611 

49,145 42,694 
　２　項　　営業外費用
１ 支 払 利 息 91,839 99,065 △ 7,226

1,864 

計 854,268 832,635 21,633 4,200 0 17,713 832,355 

589,166 

７ 資産減耗費 1,864 2,844 △ 980

６ 減価償却費 589,166 584,240 4,926

24,412 

27,067 

５ 総 係 費 29,440 33,954 △ 4,514 5,028 

12,683 89,515 
持管理負担金

４ 業 務 費 27,067 29,653 △ 2,586

そ の他

３ 流域下水道維 102,198 96,686 5,512

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

一般財源国 ・ 県
支 出 金

地 方債
目
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1 負 担 金 102,198 　維持管理負担金、資本費負担金等

1 給 料 7,174 　職員2名分

2 職 員 手 当 等 3,145 　職員2名分

3 賞 与 等 引 当 金 繰 入額 1,210 　職員2名分

4 法 定 福 利 費 1,987 　職員2名分

5 備 消 品 費 184 　井戸メーター

6 通 信 運 搬 費 295 　郵便料

7 委 託 料 591 　井戸メーター設置委託

8 手 数 料 97 　口座振替手数料、残高証明手数料

9 賃 借 料 5,692 　下水道受益者負担金システム

10 負 担 金 6,692 　料金システム負担金

1 給 料 13,327 　職員3名分

2 職 員 手 当 等 5,753 　職員3名分

3 賞与等引当金繰入額 2,280 　職員3名分

4 法 定 福 利 費 3,983 　職員3名分

5 旅 費 135 　普通旅費

6 備 消 品 費 149 　消耗品等

7 印 刷 製 本 費 85 　事務用印刷等

8 委 託 料 1,324 　公営企業会計アドバイザリ業務委託

9 賃 借 料 35 　ＪＲ用地賃借料等

10 負 担 金 2,064 　会費負担金、企業会計システム負担金等

11 保 険 料 302 　公用車自賠責保険料、損害共済等

12 貸倒引当金繰入額 3

1 有 形 固 定 資 産 553,176 　建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具

減 価 償 却 費 　工具器具及び備品

2 無 形 固 定 資 産 35,990 　施設利用権

減 価 償 却 費
1 固定資産除却費 1,864

1 償 還 利 息 91,472 　企業債利息

2 借 入 金 利 息 367 　借入金利息

1 消 費 税 及 び 9,611 　令和2年度分支払消費税

地 方 消 費 税

1 固定資産売却損 1

区　　　　分 金　　　　額

節
説　　　　　　　　　　明
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（１　款）　下水道事業資本的収入
　１　項　　負担金

　２　項　　補助金及び補償金

　３　項　　出資金

　４　項　　企業債

（１　款）　下水道事業資本的支出

6,400 309,291 

資本的支出合計 835,558 786,874 48,684 136,000 341,400 22,680 335,478 

108,600 6,400 309,291 
計 424,291 420,405 3,886 0 108,600 

　２　項　償還金
１ 償 還 金 424,291 420,405 3,886

計 411,267 366,469 44,798 136,000 232,800 16,280 26,187 

3 

建設負担金
○ 営業設備費 0 1,325 △ 1,325

３ 流域下水道 18,103 10,931 7,172 18,100 

17,000 2,230 ２ 処理場整備費 35,230 13,475 21,755 16,000 

23,954 
千円

１ 管渠整備費 357,934 340,738 17,196 120,000 197,700 16,280 
千円 千円 千円 千円 千円 千円

特 定 財 源
一般財源国 ・ 県

支 出 金
地 方債 そ の他

資本的支出

　１　項　　建設改良費

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源 内 訳

計 341,400 293,800 47,600

資 本 的 収 入 合 計 647,241 591,492 55,749

1 建設改良費等の財源に
充てるため の企 業債

232,800 179,800 53,000

２ 資 本 費 平 準 化 債 108,600 114,000 △ 5,400

1 出 資 金 147,161 142,212 4,949
計 147,161 142,212 4,949

計 136,000 136,200 △ 200

１ 国 庫 補 助 金 120,000 125,000 △ 5,000
２ 県 補 助 金 16,000 11,200 4,800

２ 他 会 計 負 担 金 6,540 6,326 214
計 22,680 19,280 3,400

１ 受 益 者 負 担 金 等 16,140 12,954 3,186
千円 千円 千円

資本的収入

目 本 年 度 前 年 度 比 較
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1 受 益 者 負 担 金 4,165
2 受 益 者 分 担 金 11,975
1 一般会計負担金 6,540 　流域下水道の建設費に要する経費等

1 国 庫 補 助 金 120,000 　社会資本整備総合交付金
1 県 補 助 金 16,000 　実施設計業務委託補助金

1 出 資 金 147,161

1 建設改良費等の財源に 232,800 　下水道事業債
充 て る た め の 企 業債

1 資本費平準化債 108,600

1 給 料 13,876 　職員4名分

2 職 員 手 当 等 6,062 　職員4名分

3 賞 与 等 引 当 金 支 払額 2,259 　職員4名分

4 法 定 福 利 費 4,162 　職員4名分

5 旅 費 155 　普通旅費

6 備 消 品 費 121 　消耗品等

7 通 信 運 搬 費 9 　積算システム接続通信料

8 委 託 料 15,000 　実施設計業務委託

9 賃 借 料 192 　積算システム賃借料

10 補 償 費 33,000 　上水道管支障移転補償

11 負 担 金 598 　設計単価配信負担金等

12 工 事 請 負 費 282,500 　汚水管渠布設工事等

1 委 託 料 30,000 　実施設計業務委託

2 工 事 請 負 費 5,230 　処理施設機器取替工事

1 負 担 金 18,103 　流域下水道建設負担金

1 償 還 元 金 424,291 　企業債元金

千円

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　　　額

説　　　　　　　　　　明
区　　　　分 金　　　　額

千円

節
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